
実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 A

達
成
度

A

必
要
性

A

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

Ⅰ 1 (1) 1

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

各学校における福祉をテーマにした学習等の実施や地域での福祉教育、福祉体験、ボランティ
ア学習等の支援を通して、誰もが地域社会の大切な一員として尊重される意識の醸成を図る。

活動目標 １　福祉意識の醸成

評価項目
総合
評価

協議会意見等

A

　地域との交流をとおした福祉教育の充実
のため、学校と地区社会福祉協議会、当事
者やボランティアとの協働による福祉教
育・ボランティア学習プログラムを検討し
企画・実施します。
　小・中学校では、発達段階に応じた体験
的な学習を取り入れた福祉教育を目指しま
す。
（R2実績：８校、地域の参加者87人）

　学校においては、「学校と共に進める福祉教育ガイドブック」に沿い車いす、
アイマスク等の福祉体験グッズを活用し、市内の小学校で福祉教育を実施しまし
た。
（R３実績：１８校、地域の参加者１０３人）
　また、社会福祉協議会では、校長会で福祉教育について説明しました。
　今年度は、小学校8校（牟礼南、牟礼、新田、華城、玉祖、小野、向島、大
道）において福祉教育を実施しました。（地域の参加者のべ103人）職員と地域
福祉の担い手（地区社会福祉協議会及び民生委員児童委員協議会）が共に学校へ
出向き、車いす・アイマスク体験等の教育支援を行いました。（地域の方々とは
打合せ段階から内容等を検討しました。）
　また、小学校７校（華城、牟礼、新田、華浦、富海、大道、勝間小学校）に聴
覚障害者当事者団体や手話ボランティア団体、点訳ボランティア団体をゲスト
ティーチャーとして派遣しました。
　小、中学校から、エコキャップ・プルタブ・古切手の収集に協力をいただきま
した。

　引き続き、中学校への福祉教育の導入
を進めていく必要があります。
　コロナウイルス感染症による差別や排
除の意識を生み出さないように従来の体
験型の福祉教育だけでなく、つながりや
支え合いをより意識できる福祉教育プロ
グラムを検討する必要があります。
　また、現在の取組みをさらに広げてい
くために、報道機関や広報紙等を活用し
周知していく必要があります。

実施目標

実施状況

(１) 福祉教育の推進
主
な

関
係
事
業

・
取
組

➀学校教育課【総合的な学習の時間等における福祉学習の実施】
②市社協【ボランティアセンター事業】

3

実施目標計画 福祉教育や福祉体験等によるボランティア学習等の実施

6

4

　小・中学校では、発達段階に応じた体験
的な学習を取り入れた福祉教育を目指しま
す。
　地域との交流をとおした福祉教育の充実
のため、学校と地区社会福祉協議会、当事
者やボランティアとの協働による福祉教
育・ボランティア学習プログラムを検討し
企画・実施します。
（R3実績(社協開催)：18校、地域の参加
者103人）

7
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実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

福祉活動参加への啓発となる地域福祉に関する情報
提供や講座の実施

6

4

　出前講座等の継続、内容の充実により、
実施回数及び受講人数の前年比増を目指し
ます。
（R3開催実績：出前講座　４講座、6回、
141人）

　出前講座のさらなる周知と新規メ
ニューの検討を引き続き行っていく必要
があります。
　また、開催にあたっては、新型コロナ
ウイルスの感染症対策を十分に行い、安
心できる環境の中で、継続的に出前講座
を実施して行くことが必要です。

主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市【聞いて得するふるさと講座(通称:出前講座)】
⓶市社協【福祉の輪づくり運動の推進】

実施目標計画

実施目標 (２) 福祉活動への参加促進

Ⅰ 1 (2) 2

5

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

地域福祉への意識の高揚、参加・協力を図り、多くの住民が地域福祉への意識を持ち、地域の
活動に参加するよう促進する。

活動目標 １　福祉意識の醸成

3

　出前講座等の継続、内容の充実により、
実施回数及び受講人数の前年比増を目指し
ます。
（R2開催実績：6講座、9回、236人）

〇出前講座…市民等の団体の申込みにより、市職員等を講師として派遣し、市の
取組や制度について、下記のとおり出前講座を行いました。Ｒ３年度の開催実績
は、4講座、６回、受講人数141人となり、新型コロナウイルス感染対策の影響
を受け、前年比減となりました。
  ・高齢福祉　　・介護予防の話　2回（7０人）
 　　　　　　　 ・２０２５年問題をご存知ですか　1回（23人）
  ・消費生活　　　悪質商法から身を守ろう　２回（37人）
　　　　　　　　※出前講座とは、別に消費生活講座実施＜3回　（79人）＞
  ・社会福祉　　　「男女共同参画社会」って何だろう？　１回（11人）
  ・健康増進　　実施なし（女性学級1回・中止）
〇福祉の輪づくり運動に向けた研修会を支援しました。計７回、327人に対して
地域福祉への参加・協力を募りました。

7

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

実施目標 (３)　ユニバーサルデザインとバリアフリーの普及啓発
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市、市社協【公共施設・設備のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化の推進】
⓶地域振興課【地区公共用施設補助金】
③障害福祉課【ヘルプマークやサポートマーク、「やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度」
の周知、普及】実施目標計画

公共施設・設備のバリアフリー化やユニバーサルデ
ザイン化及び「心バリアフリー」の推進

Ⅰ 1 (3) 3

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

公共施設・設備のバリアフリー化やユニバーサルデザイン化の推進及び「山口障害者等専用駐
車場利用証制度」の利用促進、障害のある人が必要な援助や配慮を得やすくするための「ヘル
プマーク」、「サポートマーク」の普及促進を通して、誰もが生活しやすい生活環境の整備を
進める。

活動目標 １　福祉意識の醸成

4

　公共施設、設備のバリアフリー化に取り
組みます。また、自治会に対する地区公共
用施設補助金制度を実施し、施設のバリア
フリー化を推進します。
　ヘルプマークやサポートマーク、「やま
ぐち障害者等専用駐車場利用証制度」の周
知、啓発を推進します。

3

　公共施設、設備のバリアフリー化に取り
組みます。また、自治会に対する地区公共
用施設補助金制度を実施し、施設のバリア
フリー化を推進します。
　ヘルプマークやサポートマーク、「やま
ぐち障害者等専用駐車場利用証制度」の周
知や普及啓発を行います。

　公共施設、設備のバリアフリー化においては、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律」（通称：バリアフリー法）及び「山口県福祉のまちづくり条例」に基づき
整備を行っています。
　既存市営住宅にあたっては、明渡し時の修繕に各部屋に手摺等の設置を進め、公共施設の
建築、改築等にあたっては、スロープの設置等、設計・設備に配慮しています。
　学校施設では、歩行困難な生徒が安心して利用できるように、牟礼中学校の校舎トイレ１
箇所の段差を解消しました。 また、桑山中学校の屋内運動場側に障害者用駐車場を整備し
ました。
　自治会への支援では、令和３年度に１６の自治会が地区公共用施設補助金制度を活用し、
その内、バリアフリー化に関わる補助実績は以下のとおりになりました。
　・会館の新設　バリアフリーを念頭に置いた設計で建設（２件）
　・会館の改修　洋式トイレやスロープの設置、段差の解消等の改修を実施（４件）
　次年度の要望でもバリアフリーに関わる改修が複数挙がっているため、引き続き補助を実
施します。
　また、ヘルプマークやサポートマーク、「やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度」につ
いては、市広報、HP、リーフレット等を活用し、広く周知を行いました。

　公共施設の建替えについては、社会情
勢を見据えながら、施設のバリアフリー
化やユニバーサルデザイン化を考慮した
設計を行っていますが、既存建築物改修
においては、財政面の問題もあり、十分
な対応が難しいという課題があります。
また、学校における施設改修では、騒音
の問題や障害のある児童生徒受け入れま
での迅速な改修対応が求められます。
　誰もが利用しやすい公共施設・設備と
なるよう、計画的にバリアフリー化を進
める必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (１)　地域福祉活動の人材発掘と養成
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市社協【地域福祉活動推進事業】

実施目標計画
地域の研修会や地域福祉推進セミナーの開催を通し
た地域福祉活動の担い手の育成

Ⅰ 2 (1) 4

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

研修会やセミナーを開催し、地域における福祉活動の実践者の増加を図り、人材発掘と養成を
行う。

活動目標 ２　福祉の人材育成の推進

5

4

　継続して地域福祉活動の担い手を育成す
るため、地域福祉推進セミナーを開催しま
す。
　地域の福祉関係者だけでなく、専門機
関、生活関連事業所にも周知し実践の強化
を図ります。

3

　地域福祉活動の担い手を育成するため、
地域福祉推進セミナーを開催します。
　地域の福祉関係者だけでなく、専門機
関、生活関連事業所にも周知し実践の強化
を図ります。

　地域福祉(福祉の輪づくり運動)推進セミナーは、新型コロナウイルス感染症感
染拡大防止のため中止となりましたが、従来の見守り活動に加え、新たな関係機
関と連携することができるように山口県環境生活部　県民生活課消費生活セン
ターや防府市総合政策部　広報広聴課との連携を強化しました。

　地域における課題が、児童、障害、高
齢、ひとり親、引きこもり等多岐に渡る
ため、その時の地域の課題に合ったテー
マで継続的にセミナーを行うことが必要
です。
   幅広い福祉の担い手を育成するため、
専門機関、生活関連事業所等への周知も
必要です。

7
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実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

Ⅰ 2 (2) 5

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

民生委員・児童委員や福祉員、友愛訪問グループ員の活動を支援し、活動の広報を通じて、地
域への理解を促し、活動体制の強化を促進する。

活動目標 ２　福祉の人材育成の推進

3

　地域の研修会に参加し、福祉員・友愛訪
問グループ員へ活動を周知します。
　地域での福祉合同研修会の開催を支援す
るとともに、他機関との連携と地域福祉活
動の向上を目指します。

　コロナ禍のため、高齢、児童、障害の各部会は以下のとおり研修を実施しまし
た。高齢者福祉部会は、研修の代わりに防犯情報の資料を配布しました。児童福
祉部会は、各地区の代表者のみで研修を行いました。障害者福祉部会は、2回に
わけて研修会を行いました。
　また、地区民児協の定例会には、新型コロナウィルス感染症感染拡大防止対策
を行いながら参加し、各地区の現状について聞き取りができました。
　県社協主催の会長・副会長研修会、現任民生委員研修会、中堅民生委員・児童
委員研修会、県主催の児童委員・主任児童委員研修会、全社協主催の全国民生委
員・児童委員リーダー研修会に対して民生委員・児童委員の参加を要請、支援を
行いました。

　民生委員・児童委員のACジャパン支援キャンペーンでは、キャンペーン広告の

ポスターを購入、小、中学校その他関係機関へ送付して市内での広報活動に努め
ました。
　福祉員・友愛訪問グループ員については、今年度改選期であったため「新任福
祉員研修会」(参加者計８０名) を２部構成で開催しました。また、再任された福
祉員・友愛訪問グループ員に対してアンケート調査を実施し、新任福祉員研修会
や地区社会福祉協議会会長会議、民生委員児童委員協議会理事会で報告しまし
た。
　地域福祉活動を推進するため、福祉の輪づくり運動に向けた研修会に計11回参
加、講演し、活動の周知に努めました。

　民生委員・児童委員協議会の各部会に
よる主体的な運営が継続されることが大
切だと考えます。地域における福祉活動
の中心となる民生委員が必要な知識を得
るため、引き続き研修会への参加要請を
行っていきます。
　コロナ禍で通常の活動ができなかった
福祉員・友愛訪問グループ員が改選期を
挟むことで、活動への不安や疑問が多く
なる可能性があります。引き続き、円滑
に活動ができるように支援を行っていく
必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (２)　地域福祉の担い手の活動支援
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①社会福祉課【民生委員児童委員関係事業】
②市社協【民生委員児童委員協議会事業、地域福祉活動推進事業】

実施目標計画
地域で活動する民生委員・児童委員や福祉員、友愛
訪問グループ員等の活動の周知と支援

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

6

5

4

　民生委員・児童委員の円滑な活動の資と
なる各種研修会への参加を促進します。ま
た、民生委員・児童委員の活動を広く周知
します。
　地域の研修会に参加し、福祉員・友愛訪
問グループ員の活動に資する講演等を行い
ます。
　地域での福祉合同研修会の開催を支援す
るとともに、他機関との連携と地域福祉活
動の向上を目指します。
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実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｂ

必
要
性

Ｂ

実施目標 (３)　福祉サービス提供者の育成
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課【介護支援専門員研修会・情報交換会】
②障害福祉課【防府市地域総合支援協議会】

実施目標計画
福祉サービス提供者の育成のための研修会や情報交
換会の実施

Ⅰ 2 (3) 6

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

各福祉サービス提供者への研修会や情報交換会を通して、従事者間の連携を深め、福祉サービ
ス提供者の育成につなげる。

活動目標 ２　福祉の人材育成の推進

4
　各福祉サービスの従事者を集めた研修会
を開催します。（各部門１回以上）

3

　各福祉サービスの従事者を集めた研修会
を開催します。（各部門１回以上）

　下記研修会を開催し、福祉サービス従事者の資質と意識の向上を図りました。
【研修会】
・防府市地域総合支援協議会の研修会を開催（対象者：障害福祉サービス事業所
及び関係機関の職員）
・高齢者の自立支援に関する研修会（対象者：短期集中予防型サービス実施事業
所、地域包括支援センター）
・有料在宅福祉サービス協力会員研修会（対象者:協力会員）
 ※以下は、新型コロナウイルス感染症対策のため中止。
・地域福祉権利擁護事業生活支援員研修会
・要保護児童対策地域協議会の構成機関の実務者レベルを対象とした研修会

　引き続き、各福祉サービス従事者の質
の向上に向けて研修会等を開催し、意見
交換と連携を図っていく必要がありま
す。
　多くの関係機関から実務者に参加して
いただけるように、より周知を図るとと
もに、研修内容等を再検証し、より効果
的な研修となるように努める必要があり
ます。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (１)　ボランティアに対する関心の拡大
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①地域振興課、生涯学習課、市社協【ボランティアに関する広報の実施、情報誌「まなぼら」
の発行】
②市社協【ボランティアセンター事業】

実施目標計画 ボランティア活動に関する広報の実施

Ⅰ 3 (1) 7

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

ボランティアへの関心を高め、誰もが背伸びせず気軽に1つでもボランティア活動に参加でき
るような気運を醸成し、ボランティア登録者の獲得につなげる。

活動目標 ３　ボランティア養成と活動の推進

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

5

4

「つぼみちゃん」等のマスコットを掲載するこ
とで、ボランティアに関心を持ち、気軽に参加
できるよう啓発します。ボランティア登録者の
獲得に目指します。
　多様なボランティア活動の紹介、情報の積極
的かつ継続的な発信、講習会の開催を積極的に
行い、ボランティア活動への参加促進を図りま
す。

3

「つぼみちゃん」等のマスコット掲載を拡
充することで、ボランティアに関心を持ち
気軽に参加できるよう啓発し、ボランティ
ア登録者の獲得につなげます。
　多様なボランティアの活動状況紹介、情
報の積極的・継続的な発信、講習会の開催
などを行い、ボランティア活動への参加促
進を図ります。

　昨年度に引き続き「だれもがワンボラ」運動の推進のため,「つぼみちゃん」イ
ラストを積極的に掲載しました。「まなぼら」（年４回発行）や「要約筆記市民
公開講座」「ボランティア入門講座」「小学校の福祉教育の資料」「市民児協定
例会」、「ふれあいいきいき・サロンサポート講習会」などの各種事業にもイラ
ストを掲載しPRしました。
　情報誌「まなぼら」では、様々なボランティア団体・個人について紹介し、情
報の継続的な発信に努めました。
　また、地域の清掃活動、学生によるスマートフォン講座、子ども食堂等、多様
な活動に対してボランティアマッチングを行い、各種活動へのボランティアの参
加促進を図りました。

　広報紙や報道など活用し、誰もがワン
ボラ運動を周知していていく中で、誰も
が気軽にボランティア活動に興味を持
ち、参加するきっかけになるように、
「まなぼら」の内容やデザインを工夫す
る必要があります。

B

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｃ

必
要
性

Ｂ

Ⅰ 3 (2) 8

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

市民がボランティアに活動等に参加する機会を創出するとともに、市民活動団体の後継者不足
を解消し、体制の整備・拡充を図る。

活動目標 ３　ボランティア養成と活動の推進

3

　市民活動団体とボランティア希望者の
マッチングを行う「市民活動ボランティア
マッチング」制度を運用し、ボランティア
活動の体制の整備を図ります。
　ボランティアセンターが個人、団体、関
係機関等と連携を図ることでボランティア
活動を促進します。

（Ｒ２実績：ボランティア登録者数1,57
８人）

　市、市社協、市民活動支援センターが協働で「まなぼら」を発行（年４回）す
ることにより、より多くの人々に様々な形のボランティア活動の現状及び情報を
提供しました。
　そのほか、ボランティア団体への助成金の交付、ボランティア講座の開催な
ど、各種ボランティア活動を支援し、ボランティア活動への参加促進を図りまし
た。（令和３年度：１，２９４人）
　また、市民活動支援センターでは、ボランティアに関する相談があった際や高
校生・大学生が授業の一環で施設見学やインターンのために来所した際には「市
民活動ボランティアマッチング」への登録を促し、年間通してボランティア募集
の情報提供を行いました。
　ボランティアマッチング登録者数：個人33名、団体2団体
　マッチング数：74回
　参加者数：290名

　３機関の強みを活かすことができるよ
うに、引き続き情報交換や情報発信を行
います。
　コロナ禍でイベントの中止・規模縮小
が相次ぎ、活動の場が固定化していま
す。ボランティアマッチングの活用・成
功事例を発信し、ニーズ登録者（受入れ
団体）の増加・育成にも注力する必要が
あります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (２)　ボランティアセンターの整備・拡充
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①地域振興課、市社協【ボランティアマッチング】

実施目標計画
ボランティア活動をしたい市民と市民活動団体等と
のマッチングの実施

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

6

5

4

　市民活動団体とボランティア希望者の
マッチングを行う「市民活動ボランティア
マッチング」制度を運用し、ボランティア
活動の体制の整備を図ります。
　ボランティアセンターが個人、団体、関
係機関等と連携を図ることでボランティア
活動を促進します。
（Ｒ3実績：ボランティア登録者数1,294
人）

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｃ

必
要
性

Ｂ

実施目標 (３)　ボランティアの養成・活動支援
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①地域振興課、生涯学習課【各ボランティア養成講座の開催】
②障害福祉課【手話・要約筆記・点訳奉仕員養成事業】
③市社協【ボランティアセンター事業】

実施目標計画 ボランティア養成講座の開催と活動支援

Ⅰ 3 (3) 9

基本目標 Ⅰ　地域福祉を支えるひとづくり ね
ら
い

・
方
向
性

講座を通じて、ボランティアへの意識の高揚を図り、参加を促進する。ボランティア団体等へ
の支援の実施。ボランティア登録者（団体を含む。）の増加を図る。

活動目標 ３　ボランティア養成と活動の推進

4

　ニーズに応じた内容を検討、工夫しなが
ら、各種のボランティア養成講座を開催し
ます。
R3実績：音訳ボランティア講習会（のべ6
名）
傾聴ボランティア養成講座（のべ49名）
傾聴ボランティア市民公開講座（34名）
ボランティア入門講座（19名）
夏休み親子福祉体験教室（27名）
中・高校生ボランティア学習会（8名）
要約筆記市民公開講座講座（のべ１６名）

3

　ニーズに応じた内容を検討、工夫しなが
ら、各種のボランティア養成講座を開催し
ます。

R2実績：市民手話講習会（のべ９3名）
要約筆記体験講座（18名）
ボランティア入門講座（14名）
生涯学習ボランティア養成講座（２回、
20名）
市民活動団体・NPO等のスキルアップ講
座（１２回、６４名）

　各種ボランティア講座を開催しました。実際に、地域活動やボランティア活動
をされている方々から話を聞いたり、交流をしたりしたことで、ボランティア活
動への意識の変化が見られました。また、講習会の参加者が奉仕員登録を行った
り、ボランティア団体に参加するなど、その後の活動に繋がりました。
　音訳ボランティア講習会（のべ130名）傾聴ボランティア養成講座（のべ49
名）
　傾聴ボランティア市民公開講座（34名）
　ボランティア入門講座～見つけよう！自分にあったボランティア～（19名）
　夏休み親子福祉体験教室～バリアフリー教室車いすで路線バスに乗ってみよ
う！（27名）、中・高校生ボランティア学習会～子ども食堂（地域食堂）につい
て学ぼう～（8名）要約筆記市民公開講座講座（のべ１６名）
　市民活動に関する出前講座（6回、のべ85名）
　市民活動団体・NPO等のスキルアップ講座（5回、のべ34名）
　大学生などの視察、インターンシップの受け入れ（市民活動や協働について
　のレクチャー）（10回、のべ151名）
　生涯学習ボランティア養成講座（2回、のべ２０名）
　手話奉仕員養成講座（1０名）　点訳奉仕員養成講座（５名）

　コロナ禍のため、中止となった講座も
ありました。感染状況に関わらず開催を
するためには、オンラインを活用した企
画を検討することが求められています。
　また、ボランティア登録者の増加を図
り、新たな参加者を得ていくため、講座
の内容を更新したり、開催方法や周知方
法を工夫していく必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (１)　公共施設等の活用
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①教育総務課【学校施設開放事業】
②生涯学習課【公民館運営業務】
③高齢福祉課【老人憩いの家維持管理事業】
④社会福祉課【福祉センター運営業務】実施目標計画

地域住民の集いの場としての公民館等公共施設の活
用促進

Ⅱ 1 (1) 10

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

公民館や福祉センター等の公共施設を住民が気軽に集まれる場として活用するよう促し、地域
の中の交流を促進する。

活動目標 １　社会資源の見直しと活用

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

5

4

　公民館や福祉センター、学校等公共施設
を地域の様々な世代の交流の場として提供
します。

（R３年度実施校：小学校16校、中学校1
校）

3

　公民館や福祉センター、学校等公共施設
を地域の様々な世代の交流の場として提供
します。

（R2年度実施校：小学校16校、中学校1
校）

　社会体育及び社会教育の普及、振興のため、学校教育に支障のない範囲で、学
校の施設を市民の利用に供することを目的として、小学校16校、中学校1校で学
校施設の開放を実施しました。多くの地域住民に学校施設を開放し、世代間交流
の場を提供しました。
　公民館や福祉センター等において、各種講座やイベント等をとおして、地域の
様々な世代の交流を図りました。
（Ｒ3年度実績　公民館７か所、福祉センター４か所、老人憩いの家　15か所）

　引き続き、各地域の学校施設や公民館
等の開放を実施し、地域住民の交流の場
を提供していきます。

B

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

Ⅱ 1 (2) 11

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

地域への当事者団体の理解を深め、各団体の活性化及び機能充実を図る。
活動目標 １　社会資源の見直しと活用

3

　団体と連携しながら相談窓口でのパンフ
レットの設置等で、相談者に当事者団体を紹
介します。
　当事者団体支援に必要な情報について、他
団体と情報共有を図ります。

　当事者団体の活動を紹介するパンフレット、ポスター等を窓口に設置し、周知
に努めました。各団体へ活動等に対する補助金を交付し、活動を支援しました。
　・市老連の活性化支援で毎年実施しているスポーツ大会は、新型コロナウイル
ス感染症対策により中止となりましたが、今後に向けて市老連等と協議を重ねま
した。
　・認知症家族の会のチラシを相談窓口や認知症の講座等で配布し、紹介をしま
した。また認知症家族の会（定例会）に認知症地域支援推進員や保健師が参加を
し、認知症介護者の支援を行いました。
　・市内障害者団体の活動を紹介するパンフレット等を窓口に設置し、周知に努
めました。各団体へ活動等に対する補助金を交付し、活動を支援しました。
　・防府市母親クラブ連絡協議会（6単位クラブ）の年間活動を支援しました。
　・子育て支援活動をしている団体（２団体）に活動費を補助しました。
　・戦傷病者戦没者遺族連合会へ活動費を補助しました。
　・犯罪被害者当事者へ支援金を給付しました。

　コロナ禍の情勢により各団体の活動が
縮小している傾向であるため、活動継続
支援の強化が必要です。
　また、参加者の固定化が見られるた
め、団体と連携を図りながら、周知を行
い、新規参加希望者の紹介や支援を図り
ます。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (２)　当事者団体への支援

主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課【老人クラブ助成事業、認知症家族会支援】
②障害福祉課【福祉援護団体育成費補助事業】
③子育て支援課【母親クラブ活動支援、子育て支援活動補助事業】
④社会福祉課【戦傷病者戦没者遺族等援護事業、犯罪被害者等支援事業】
⑤市社協【当事者支援】

実施目標計画 当事者団体の活動の広報及び助成支援

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

6

5

4

　各種団体と連携しながら、相談窓口にお
けるパンフレットの設置等で相談者に当事
者団体を紹介します。
　当事者団体支援に必要な情報について、
他団体と共有します。

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

実施目標 (３)　既存の制度や人材・団体等の活用
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市社協【地域福祉活動推進事業、ボランティアセンター事業】

実施目標計画 企業及び社会福祉法人の社会貢献への支援

Ⅱ 1 (3) 12

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

企業の社会貢献活動の増加による福祉分野での活動展開を支援し、分野を横断した連携やつな
がりづくりを促進する。

活動目標 １　社会資源の見直しと活用

4

　継続して、企業ボランティアモデル事業
所の開拓や社会福祉法人における地域の公
益的な活動の取り組みに向けて支援してい
きます。

（R３実績：企業ボランティアモデル事業
所登録数　３社）

3

　企業ボランティアモデル事業所の開拓や
社会福祉法人における地域の公益的な活動
の取り組みに向けて支援していきます。

（R2実績：企業ボランティアモデル事業
所登録数　３社）

　企業の社会貢献活動の支援を行っています。県・県社協・山口きらめき財団指
定の企業ボランティアモデル事業所指定について防府市からは「大村印刷株式会
社」と「中村被服株式会社」を推薦し、指定されました。また、防府市のこども
食堂ネットワーク協議会のサポーター会員でもある「株式会社レノファ山口（山
口市）」を山口市社協と協働で推薦し、指定されました。
　昨年度同様、「協働の推進ネットワーク会議」に参加し、県内の企業ボラン
ティア活動促進モデル事業所の社会貢献活動を把握しました。

社会貢献活動に積極的に取組む企業を推
薦していく必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｂ

必
要
性

Ｂ

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (１)　交流の拠点づくり
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課【介護予防・日常生活支援総合事業(通いの場の設置)、認知症カフェ設置事業、
元気アップくらぶ事業】
②子育て支援課【地域子育て支援拠点事業】
③市社協【ふれあい・いきいきサロン事業】

実施目標計画 地域交流の拠点づくりの支援と整備

Ⅱ 2 (1) 13

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

地域における住民の交流等の拠点となる様々な場の活性化及び増設を図る。
活動目標 2　地域交流の促進と拠点づくり

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

5

4

　サロンの継続的な運営に資する企画、ア
ドバイス、講師紹介、物品貸出等の支援を
実施します。
　コロナ禍でもつながりが持てるようにサ
ロンの継続的な支援を目指します。
（R3年度末時点：幸せますデイステー
ション　３か所、
認知症カフェ　8か所、
元気アップ体操実施団体　４８団体
元気アップくらぶ事業　9か所
地域子育て支援拠点　8か所、
ふれあい・いきいきサロン121か所）

3

　各交流の拠点の継続的な運営につながるよう企画ア
ドバイスや講師紹介、物品貸出等の支援を実施しま
す。
　各拠点の活性化や設置数の増加を目指します。
（R2年度末時点：幸せますデイステーション　３か
所、
認知症カフェ　６か所、
元気アップ体操実施団体　39団体
元気アップくらぶ　５か所
地域子育て支援拠点　8か所、
ふれあい・いきいきサロン122か所）

　今年度末現在のふれあい・いきいきサロンの登録数は、１２１サロンです。
　昨年度に引き続き、新型コロナウィルス感染症感染拡大防止の観点から、公共
施設等の使用が不可能となったり、サロン開催の中止の要請をしている自治会も
あったりする等、開催自体が非常に困難な状況でした。
　しかし、感染症対策をしっかり行って開催したサロンもあり、ヒアリングをす
ると、人との関わりやサロンの必要性を改めて感じたとの声が多くありました。
　また、サロンに関して年間で約300件もの問合せや相談がありました。内容と
しては、開催可否の判断に関すること、コロナ禍での他サロンや他地区の状況に
関すること、地域の高齢者や母子の孤立を心配し、状況下でできる事を模索、ア
イディアを求めることなどでした。
　また、住民主体の通いの場の設置に向けての支援や運営や企画についてのアド
バイスを行いました。
　・認知症カフェ　８か所
　・元気アップ体操実施団体　48団体
　・元気アップくらぶ事業　9か所
　また、地域の子育て支援機能の充実を図るため、子育て中の親子の交流を促進
し、また、相談、援助の実施や関係情報を提供するとともに、子育て及び子育て
支援に関する講習会等を実施しました。
【実施箇所】　８か所

　ふれあい・いきいきサロンの登録数の
大きな変化は見られませんが、担い手や
参加者の高齢化による調整困難や後継者
不足等の問題が顕在化しており、幅広い
支援が求められています。
　交流の拠点として、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止に配慮しながら、開催
方法や活動を工夫することが必要です。

B

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

Ⅱ 2 (2) 14

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

世代間の交流の機会を設け、高齢者の生きがいを高めたり、地域全体での子育て気運の高揚を
図り、交流の活性化を促進する。

活動目標 2　地域交流の促進と拠点づくり

3

　各地域における世代間のつながりを深
め、交流の活性化を図れるよう、地域の高
齢者等と学校や保育所との交流を実施しま
す。

　学校においては、校長会や地域連携教育担当者合同研修会において、地域連携
教育について説明しました。市内の全ての学校で、地域の人材を生かした取組を
乗せた「学校・地域連携カリキュラム」の見直しを行いました。
　三世代交流事業については、コロナウイルス感染症の全国的な感染拡大に伴
い、行事・イベントの自粛となりました。
　各保育所においては、保育所の持つ保育機能と地域の資源を活用して、保育所
と地域の交流を促進するとともに、地域の子育て力の向上を図りました。

　各地域における世代間のつながりを深
め、交流の活性化を図れるよう、地域の
人材を生かした学校授業の実施や保育所
との交流を進めていく必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (２)　世代間交流の促進
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①学校教育課【地域の人材を生かした授業の実施】
②高齢福祉課【三世代交流事業】
③子育て支援課【保育所地域活動事業】

実施目標計画 学校や保育所等での世代間交流の実施

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

6

5

4

　各地域における世代間のつながりを深
め、交流の活性化を図れるよう、地域の高
齢者等と学校や保育所との交流を実施しま
す。

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

実施目標 (１)　包括的支援体制の構築
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市、市社協【総合的な相談支援体制づくりに向けた調整と整備】

実施目標計画 総合的な相談支援体制づくりに向けた調整と整備

Ⅱ 3 (1) 15

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

複合化・複雑化した課題に対応していく相談支援包括化推進員の配置と総合相談窓口の整備を
推進し、包括的支援体制の構築に向けた取組を促進する。

活動目標 ３　包括的支援体制の整備

4

　新庁舎建設時の福祉総合相談窓口整備に
向けた現状把握を行い、庁内検討会議等に
より課題を確認し、必要な体制づくりに取
り組みます。

3

　新庁舎建設時の福祉総合相談窓口整備に
向けた現状把握を行い、必要な体制づくり
に取り組みます。

　制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サービスだけでは対応
困難な事案の解決に取り組めるよう努め、ケース会議やプラットフォームの開催
も実施しながらＣＳＷとして415件の相談に対応しました。
　相談内容が市の複数課に及ぶ場合は、連携を図り対応しました。
　また、これからの福祉総合相談窓口の整備に向けて、他市の現状把握、庁内健
康福祉部において、福祉総合相談窓口の在り方について検討を行いました。

　子ども、障害、高齢など総合的に受け
入れられる窓口になるため、今後も、関
係機関との連携が必要です。
　また、新庁舎建設時に向けての体制づ
くりであるが、改築中の現在の市庁舎の
利便性の向上も可能な限り図り、市民が
相談しやすい体制整備が求められていま
す。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｂ

必
要
性

Ｂ

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (２)　相談支援事業の啓発と推進

主
な

関
係
事
業

・
取
組

①広報広聴課【無料法律相談】
②高齢福祉課【高齢者相談支援の充実、各包括支援センターとの連携】
③障害福祉課【障害者相談支援の充実、相談支援事業所との連携】
④子育て支援課【子ども相談支援の充実、子ども家庭総合支援拠点運営事業】
⑤健康増進課【保健センター機能の充実、子育て世代包括支援センター運営事業】
⑥社会福祉課【男女共同参画相談事業、犯罪被害者等支援事業、生活困窮者自立支援事業】
⑦市社協【福祉総合相談事業】

実施目標計画 福祉相談窓口の周知と利用促進

Ⅱ 3 (2) 16

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

　市民が適切な福祉サービスを受けることができるよう、福祉サービスの各相談窓口の周知と
充実を図る。

活動目標 ３　包括的支援体制の整備

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

5

4

　適切な相談窓口へ相談者を導くため、リー
フレットの配布などを行い、引き続き広報に
努めます。
（R３実績：
市無料法律相談　年11日　相談件数 278
件、社協福祉総合相談　年266日　相談件数
220件）

3

　適切な相談窓口へ相談者を導くため、リー
フレットの配布などを行い、引き続き広報に
努めます。
（R２実績：
市無料法律相談　年10日　相談件数 262
件、社協福祉総合相談　年272日　相談件数
266件）

　市広報及び社協だよりに無料法律相談実施日を掲載しました。
・市無料法律相談　年11日開催（毎月第2金曜日開催、9月は新型コロナ対策の
ため中止）　相談件数　278件
・社協福祉総合相談　年266日　相談件数　220件　（5月10日～5月31日、8
月30日～9月26日は、新型コロナウイルス感染症対策により中止）
　市広報、社協だより、HP、ラジオ、リーフレット等を活用し、市内の地域包括
支援センター、総合事業に関する相談窓口、子どもに関する適切な相談窓口、障
害者手帳制度や障害者相談支援事業所ほか障害者等に対する各種サービス、犯罪
被害者等支援、ＤＶ相談窓口、こども相談室の機能、自立相談支援センター、自
殺対策の一環としての悩み事相談窓口一覧やこころの相談カードの設置等につい
て広報を行いました。
　また、子育て情報マップや子育て世代報告支援センターのチラシを妊娠届出時
や窓口対応及び家庭訪問時に配布しました。

引き続き、様々な情報媒体を活用し、幅
広い方への周知を行っていく必要があり
ます。

B

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｂ

必
要
性

Ｂ

Ⅱ 3 (3) 17

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

情報交換会や事例検討会を通して、効果的な相談業務の実施を図る。
活動目標 ３　包括的支援体制の整備

3

　福祉に関わる相談機関等との連携を図り、
情報交換会などを年１回以上開催します。

　下記交換会等に参加し、個別事例の検討・支援のあり方等について情報交換を
行うことで、関係機関等とスムーズな連携を行うことができました。
【情報交換会等】
・ひきこもり支援連絡会に参加
・山口・防府難病対策地域協議会（新型コロナ対策により中止）
・防府市地域総合支援協議会において相談支援専門員を対象とした「サービス調
整会議」「医療的ケア児に関する会議」を開催
・地域ケア会議（個別、自立支援型（幸せます会議））を開催
・はあとふるねっと会議（市レベルの地域ケア会議）（新型コロナ対策により中
止）
・高齢者虐待ネットワーク会議を開催
・要保護児童対策地域協議会を開催（代表者会議(書面会議)年１回　実務者会議
年１回）
・子育て世代包括支援ネットワーク会議を開催。
・生活福祉資金貸付事業事例検討会（新型コロナ対策により中止）
　

　福祉に関わる支援関係機関等とのネッ
トワークの強化・連携のため、情報交換
や事例検討を行う機会を継続して持つ必
要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (３)　相談関係機関との連携

主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課【地域ケア会議】
②障害福祉課【防府市地域総合支援協議会】
③子育て支援課【要保護児童対策地域協議会】
④健康増進課【子育て世代包括支援ネットワーク会議】
⑤社会福祉課【生活困窮者自立支援事業】
⑥市社協【生活福祉資金貸付事業事例検討会】

実施目標計画
相談業務に関する情報交換会や事例検討会等の実施
と相談関係機関の連携強化

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

6

5

4
　福祉に関わる相談機関等との連携を図り、
情報交換会などを年１回以上開催します。

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｂ

必
要
性

Ｂ

実施目標 (４)　相談従事者の資質向上

主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課【他職種研修会】
②障害福祉課【防府市地域総合支援協議会】
③子育て支援課【養育支援訪問事業】
④健康増進課【母子保健推進員研修会】
⑤社会福祉課【男女共同参画相談事業】
⑥市社協【福祉総合相談事業、CSWの養成研修】

実施目標計画 相談従事者の資質向上のための研修会への参加

Ⅱ 3 (4) 18

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

各種研修会への参加により、相談従事者の資質向上を図る。
活動目標 ３　包括的支援体制の整備

4

　相談業務担当職員の資質向上を図るた
め、研修会の実施及び参加をします。

3

　相談業務担当職員の資質向上を図るた
め、研修会の実施及び参加をします。

　下記研修会等に参加し、相談業務担当職員の資質向上を図りました。
【研修会】
・こども相談室の職員の資質向上のため、県内外の研修会(オンラインによる)に
参加しました。
・新型コロナ対策のため、養育支援訪問事業に携わるこども家庭支援員の研修は
中止となりましたが、個別に支援員の相談や助言等を行いました。
・「防府市地域総合支援協議会」において障害者支援職員を対象とした研修会を
開催しました。
・地域包括支援センター職員の資質向上を図るため、県内やオンライン等による
県外の研修に参加しました。
・男女共同参画関係の研修会（県、各種団体が開催、R3は書面による）に参加し
ました。
・CSWフォローアップ研修、子ども食堂に関するセミナー等、年度を通じて１2
回参加しました。
・母子保健推進員の資質の向上のために、研修会を開催しました。

　子ども、障害、高齢など複合的な課題
が多くなり、対応できることが求められ
てきているため、相談従事者の資質向上
を図っていく必要があります。コロナ禍
であっても、オンライン等の参加しやす
い研修体制をとりながら、継続的に研修
を行っていく必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (５)　地域の生活課題や住民の個別課題の把握
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市社協【地区社会福祉協議会の年間福祉事業の支援】

実施目標計画
地域の生活課題や住民の個別課題の把握を通した小
地域福祉活動計画の見直し

Ⅱ 3 (5) 19

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

各地域の小地域福祉活動計画の見直しに取り組むことにより、現在の地域の生活課題や住民の
個別課題の把握を図る。

活動目標 ３　包括的支援体制の整備

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

5

4

　ＣＳＷを始めとする地域福祉担当者とし
て地域の社会資源や課題などについて把握
し、互いに助け合える「福祉の輪づくり」
活動を支援します。

3

　生活支援コーディネーターやＣＳＷ等に
より、地域の社会資源や課題などの把握を
図り、お互いに助け合える「福祉の輪づく
り」活動を支援します。

　地区社会福祉協議会や地区民生委員児童委員協議会が実施する会議や研修会へ
参加し、実施事業に対する相談支援を行いました。また、市社協主催の研修会に
おいて、社会資源や各種課題などを把握し、福祉の輪づくりの構築に努めまし
た。
　また、令和２年に設立された「幸せます防府市こども食堂ネットワーク協議
会」の事務局を継続して担い、子どもを中心とした居場所づくりの運営を支援し
ました（令和３年度食堂運営団体１２団体、サポーター会員１５団体）。
　さらに、地域総合支援協議会の研修部会に出席するとももに、企画委員を担い
ました。（ＣＳＷ　令和３年度相談件数　４１５件）

　各種会議や研修会に積極的に参加する
ことで、さらなる福祉の輪づくりを深化
させる必要があります。

B

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

Ⅱ 3 (6) 20

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

各地域とコミュニティソーシャルワーカーのつながりを深め、地域課題の解決に取り組める体
制づくりを図る。

活動目標 ３　包括的支援体制の整備

3

　CＳＷ等が地域でアウトリーチし、関係
機関との連携を行いながら、相談の対応と
組織の支援を行います。

　令和２年に設立された「幸せます防府市こども食堂ネットワーク協議会」の事
務局として、地域資源を堀り起こし、各こども食堂の安定的かつ継続的な運営及
び開設を支援しました。（令和３年度開催団体１２団体、サポーター１５会員）
　また、地域住民から寄せられる各種相談事に対して、速やかな解決につながる
よう行政、包括支援センター、民生委員・児童委員等と綿密に連携しました。

　市社協のCSWは２名であり、市内全
域における各種の課題に全面的に取り組
むことには限界があります。深刻かつ複
雑な課題を掘り起こし、積極的に解決に
導く必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (６)　地域の生活課題や住民の個別課題の解決
主
な

関
係
事
業

・
取
組

②市社協【地域の連携・交流(プラットフォーム)の支援】

実施目標計画
地域とコミュニティソーシャルワーカーの協働体制
づくりに向けた調整と整備

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

6

5

4

　CＳＷを始めとする地域福祉の担当者が
地域にアウトリーチし、関係機関との連携
を行いながら、課題の解決と組織の支援を
行います。

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

Ｃ

必
要
性

B

実施目標 (１)　権利擁護体制の充実と成年後見制度の利用促進
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課、障害福祉課、社会福祉課【成年後見制度利用支援事業】
②市社協【成年後見受任事業、地域福祉権利擁護事業】

実施目標計画
権利擁護にかかる制度の周知及び「防府市成年後見
センター」の体制整備

Ⅱ 4 (1) 21

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

権利擁護にかかる制度の周知を図りながら、「防府市成年後見センター」の体制整備に段階的
に取り組み、制度の充実を図る。

活動目標                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

4

権利擁護にかかる制度の周知を図り、利用
の促進に努めます。また、防府市成年後見
センターの周知及び体制整備に取り組みま
す。
（R3年度末時点：法人成年後見受任件数
6件）

3

　権利擁護にかかる制度の周知を図り、利
用の促進に努めます。また、防府市成年後
見センターの周知及び体制整備に取り組み
ます。
（R2年度末時点：法人成年後見受任件数
6件）

　４月からセンターが開設したことを周知するため、チラシ5,000部を作成し、
市内主要箇所及び福祉関係・医療機関・金融関係等に配布しました。市広報及び
社協だよりにセンターの概要を掲載しました。
＜チラシ配布先＞
介護保険関係施設10か所、介護老人保健施設4か所、認知症対応型共同生活介護
13か所、介護療養型医療施設・介護医療院1か所、障害者相談支援事業所7か
所、障害者支援施設5か所、医療機関10か所、金融機関5か所、公民館15か所、
総合支援学校、15地区民生委員・児童委員協議会、市役所（高齢福祉課）・社会
福祉協議会窓口等
　また、成年後見制度を正しく理解するとともに、成年後見制度の利用促進を図
る機会として、セミナーを開催しています。
　対象者の支援方針について会議を開き、関係機関（法律実務家を含む）と協議
を行いました。また、成年後見センター運営協議会を書面により開催しました。

制度の利用を促進するために、研修会等
で周知を図るとともに、関係機関との連
携も必要です。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (２)　虐待防止体制の強化

主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課【地域包括支援センターに高齢者虐待相談窓口設置】
②障害福祉課【障害者虐待防止センター運営事業】
③子育て支援課【子ども家庭総合支援拠点事業】
④健康増進課【保健センター機能の充実、子育て世代包括支援センター運営事業】
⑤社会福祉課【男女共同参画相談事業】
⑥市社協【福祉総合相談事業】

実施目標計画 虐待相談窓口の周知と関係機関の連携強化

Ⅱ 4 (2) 22

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

虐待の未然防止や早期発見・早期対応に向けた相談支援体制の充実や関係機関の連携強化を図
る。

活動目標 ４　福祉サービス利用者の保護と支援

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

5

4
　各虐待相談窓口の周知と関係機関の連携
強化に取り組みます。

3

　各虐待相談窓口の周知と関係機関の連携
強化に取り組みます。

　市ホームページやリーフレット等により、相談窓口の周知を図りました。関係
機関との各種ネットワーク会議により、連携強化に取り組みました。
【関係会議等】
・高齢者虐待防止ネットワーク会議を開催し連携を図りました。
・障害福祉事業所等の関係機関に虐待相談件数等の県内の情報や、虐待に関する
研修等について、情報提供しました。虐待予防支援を行っているケースについ
て、関係機関と連携をとり随時会議等を開催しました。
・子育てについては、悩みを抱えた子育て中の保護者の孤立対策の中で、医療機
関や関係団体等と連携を図り相談対応を実施しました。また、家庭全般に係る相
談や要保護児童及び要支援児童等への支援および関係機関との連絡調整等を行い
ました。
・DV庁内連絡会議を開催し、関係機関との連携強化に取り組みました。
・虐待相談については、できる限り家庭状況や世帯全体にこれまでどのような支
援機関が関わっていたか等の情報収集に努め、必要に応じて関係機関と協議しな
がら対応しました。

  相談対応職員の質の向上を図るための
研修会等を開催したり、引き続き関係機
関の連携の強化を図っていく必要があり
ます。
  また、虐待相談窓口の周知をし、関係
機関と連携強化を図り、予防支援、早期
対応する必要があります。

B

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

Ⅱ 4 (3) 23

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

防府市人権推進指針及び障害者差別解消法に基づく取組と関係機関の連携を通して、人権尊重
意識の高揚を図り、様々な人権課題解決を促進する。

活動目標 ４　福祉サービス利用者の保護と支援

3

　差別の解消への取組と人権尊重意識啓発
のため、広報の実施とセミナー等を開催し
ます。

　市ホームページやリーフレットにより広く周知を行いました。また、学習講演
会等により意識啓発を図りました。
・人権について、市民を対象とした人権学習のセミナー等を開催しました。
　 市民セミナー　3回　95人　※1回は新型コロナウイルス感染症拡大により中
止
    人権学習講演会　1回　190人
・障害者差別解消法について、HPやリーフレット等での周知を行いました。

　人権尊重意識啓発のため、より広く広
報に努めることが必要です。
　新型コロナウイルス感染症対策を図り
ながら、セミナー等の開催を行っていく
必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (３)　差別解消の取組の推進
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①生涯学習課人権学習室【人権学習市民セミナー等開催】
②障害福祉課【障害者差別解消法に基づく取組】
③社会福祉課【防府市人権推進指針に基づく取組】

実施目標計画
防府市人権推進指針及び障害者差別解消法に基づく
人権尊重意識の啓発

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

6

5

4

　差別の解消への取組と人権尊重意識啓発
のため、広報の実施とセミナー等を開催し
ます。

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

実施目標 (４)　個人情報の保護
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市、市社協【個人情報の適切な取り扱いにかかる周知】

実施目標計画 個人情報の適切な取り扱いにかかる周知

Ⅱ 4 (4) 24

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

個人情報を取り扱う支援の担い手の理解を深め、適切な取り扱いにより、住民との信頼関係の
構築と情報共有を図る。

活動目標 ４　福祉サービス利用者の保護と支援

4

　支援の担い手への個人情報の適切な取り
扱いにかかる周知や研修を行います。

3

　支援の担い手への個人情報の適切な取り
扱いにかかる周知や研修を行います。

　各担当において、支援の担い手へ個人情報の取扱いにかかる研修や注意喚起を
行いしました。
　「福祉の輪づくり運動」を推進するにあたって、県社協の「ふれあいのネット
ワークづくり運動」に取り組んでいます。ふれあいの～運動の調査においては、
個人情報の取り扱いについて注意を払うよう研修を実施しました。
　また、地区社会福祉協議会会長会議及び地区民生委員・児童委員協議会会長会
議においては、地域や行政などから得た個人情報の取り扱いについて十分な配慮
をし、適切に取り扱うように周知させました。
　避難支援等関係者となる自治会連合会及び民児協に対し、名簿情報提供に係る
個人情報保護に関する説明会を実施しました。
　母子健推進員の研修を通して、個人情報の適切な取り扱いについて周知しまし
た。
　要保護児童対策地域協議会では、個人情報の取り扱い、守秘義務について必ず
伝え、会議等を実施しました。

　地域や行政などから得た個人情報の取
り扱いについては、取扱いへの意識が緩
まないよう、継続的に周知していく必要
があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

Ｂ

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (５)　苦情相談の対応
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市、市社協【各相談窓口業務】

実施目標計画 苦情相談への適切な対応の実施

Ⅱ 4 (5) 25

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

各苦情等への適切な対応を図る。また、苦情を真摯に受け止め、改善に努める。
活動目標 ４　福祉サービス利用者の保護と支援

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

5

4

　多様化する苦情相談に対応するため、組
織間の連携を強化し、速やかな問題解決を
図ります。
　相談窓口の周知に努めます。

3

　多様化する苦情相談に対応するため、組
織間の連携を強化し、速やかな問題解決を
図ります。
　相談窓口の周知に努めます。

　苦情相談について、担当者間で情報共有をすることに努め、その内
容・原因等を検証し、必要に応じて各関係機関等と協議しながら、同様
の案件が生じないよう事務改善を行うなど、問題の解決に努めました。
　また、市においては、接遇研修への参加や、朝礼において接遇の基本
事項を記載した接遇読本の朗読を行い、窓口対応職員のスキルアップに
努めました。

　苦情相談は多様化・複雑化しており、
その内容や原因を的確に把握すること
や、関係機関とすばやく連携することが
求められます。
　また、職員間で情報を共有し、職員の
スキルアップにつなげることが必要で
す。

B

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 D

達
成
度

D

必
要
性

B

Ⅱ 5 (1) 26

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

避難行動要支援者へのきめ細かい支援体制の整備と地域での支え合いの促進により、避難支援
体制の充実を図る。

活動目標 5　安全・安心を守る活動の推進

3

　避難行動要支援者名簿情報の提供につい
て、自治会連合会単位、各地区民生委員・
児童委員協議会単位での申請を推進するた
め、制度及び支援活動の必要性について積
極的に周知を行い、150単位自治会を目指
します。
（R2年度末時点：120自治会、協定締結
率47％）

避難行動要支援者名簿の制度について、市広報やＨＰ等で周知しましたが、名簿
情報提供の協定を締結した自治会数は、令和３年度末で121単位自治会であり、
全自治会数の４７％となっています。
また、避難支援等関係者となる自治会連合会及び民児協に対し、名簿情報提供に
係る個人情報保護に関する説明会を実施しました。

　引き続き、地域における災害時の避難
支援に関する意識の醸成を促す必要があ
ります。
　名簿提供の促進に併せて、地域におけ
る避難支援体制を整えることも重要な課
題です。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (１)　避難行動要支援者の避難支援等の体制づくり
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課【災害時要配慮者支援事業、災害時避難支援情報提供登録】
②障害福祉課【災害時避難支援情報提供登録】

実施目標計画 避難行動要支援者の把握・情報管理や提供

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

C

6

5

4

　避難行動要支援者名簿情報の提供につい
て、自治会連合会単位、各地区民生委員・
児童委員協議会単位での申請を推進するた
め、制度及び支援活動の必要性について積
極的に周知を行い、150単位自治会を目指
します。
（R3年度末時点：121自治会、協定締結
率47％）

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

実施目標 (２)　安全・安心な地域づくりの推進

主
な

関
係
事
業

・
取
組

①生活安全課【交通安全啓発事業】
②広報広聴課【消費生活事業】
③学校教育課【地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業】
④生涯学習課【子ども安全安心対策事業、非行防止環境浄化活動】
⑤社会福祉課【更生保護団体助成】

実施目標計画 交通安全や防犯等の活動支援

Ⅱ 5 (2) 27

基本目標 Ⅱ　地域福祉を推進するための環境づくり ね
ら
い

・
方
向
性

各推進団体等の活動の活性化を図るとともに、安心・安全な地域づくり活動への気運を高め
る。

活動目標 5　安全・安心を守る活動の推進

4

　活動の必要性の周知を図るとともに、各関
係機関や団体等と連携して、見守り活動や巡
視活動等の支援を行います。

3

　活動の必要性の周知を図るとともに、各関
係機関や団体等と連携して、見守り活動や巡
視活動等の支援を行います。

　スクールガードリーダーが、全小・中学校に１回ずつ巡回指導を実施。学校の
安全管理の実態を把握し、安全の確保を図ることができました。
　小学校入学児童を対象に、防犯ブザーの配付を行い、防犯に対する意識を高め
ることができました。
　市広報、市ホームページ、消費生活講座、出前講座を通じて、悪質商法などに
関する情報提供や注意喚起を行い、市民の消費生活に対する意識を高めることが
できました。
　また、配慮を要する判断力が不十分な高齢者等の消費者被害を防止するため、
関係機関・団体と連携し対応することを目的とする「防府市消費者被害防止ネッ
トワーク連絡協議会」を設置しました。
　子ども１１０番の家（４９１ヶ所）にのぼり旗やポールを配付し、安全安心な
環境づくりに繋がりました。
　青少年育成センター指導員等による巡視活動（月２回程度）や警察、少年相談
員及び関係団体が連携した合同巡視活動（R3年度はコロナにより開催は1回の
み）、各地区での青少年補導員による巡視活動を実施し、非行防止等の抑止効果
がありました。
　各団体等への助成を行うことにより活動の活性化が図られ、安全安心な環境づ
くりに繋がっています。
　更生保護団体である防府保護区保護司会及び防府市更生保護女性会に活動助成
を行いました。

　引き続き、活動に対する支援を継続
し、各関係機関等の更なる連携強化と活
動の活性化を図ることが必要です。
　また、新型コロナウイルスの影響で、
合同補導巡視の活動が減ってしまいまし
た。Withコロナでも活動ができるよう
に、活動の方法等を検討する必要があり
ます。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

5

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

　市は、社会福祉協議会の体制強化を図る
ための助成及び活動支援を行います。
　社会福祉協議会においては、各地域の福
祉研修会や養成講座の開催を支援する際、
福祉活動担い手の状況を把握して個別の小
地域福祉活動計画を活かした取組につなげ
ます。
　各地域独自の事業展開を支援し、のべ４
５回以上の研修会を実施します。

実施目標計画
防府市地域福祉計画・防府市地域福祉活動計画に基
づいた事業推進のための人材育成と他団体との連携

年
度

Ⅲ 1 (1) 28

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

地域福祉活動の中心的な存在である市社会福祉協議会の体制強化を図り、地域福祉の推進を促
進する

活動目標 １　支え合いのネットワークの拡充

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

実施目標 (１)　社会福祉協議会の基盤強化
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①社会福祉課【市社会福祉協議会への助成及び活動支援】
②市社協【市社会福祉協議会の人材育成と他団体との連携強化】

取組計画
内容と成果 課　題

3

　市は、社会福祉協議会の体制強化を図るた
めの助成及び活動支援を行います。
　社会福祉協議会においては、各地域の福祉
研修会や養成講座の開催を支援する際、福祉
活動担い手の状況を把握して個別の小地域福
祉活動計画を活かした取組につなげます。
　各地域独自の事業展開を支援し、のべ４５
回以上の研修会を実施します。

　「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」（初任者コース1名、中堅職員
コース1名）及び「社会福祉士実習指導者講習会」に市社協職員が参加しまし
た。
　各地域に応じた研修会を支援し、コロナ禍で19回実施されました。
　市においては、社会福祉協議会への助成等による活動支援を行いました。

　ＣＳＷをはじめ、職員の定着を図ると
同時に専門的支援ができる人材を育成
し、地域福祉の推進のため市社会福祉協
議会の更なる体制強化を図る必要があり
ます。

5

7

4

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

4

　研修会や説明会などにより、単位自治会
により多くの福祉サービス情報が伝わるよ
う工夫し、発信します。

実施目標計画 自治会単位の福祉活動の支援

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

3

　研修会や説明会などにより、単位自治会
により多くの福祉サービス情報が伝わるよ
う工夫し、発信します。

　地区社会福祉協議会が開催する福祉関係者合同研修会等（地区社協役員、福祉
員、友愛訪問グループ員、民生委員・児童委員、自治会長、自治会福祉部長、自
治会役員、老人クラブ、ボランティア）において活動事例を紹介すると同時に、
福祉サービスに関する情報提供を行いました。
　自治会福祉部の活動を支援するため、地区社協会長会議においてその実態のア
ンケート調査を実施しました。
　市自治会連合会役員会及び地域代議員会において、市担当課が福祉サービス情
報等の周知をするため、資料の配布や説明を行いました。
　また、住民による福祉ネットワークの形成のための連携を図りました。

　地域の福祉行事を実施する際には、単
位自治会長や福祉部長の支援が必要不可
欠となるため、今後も協働できる体制づ
くりに努める必要があります。
　自治会連合会や単位自治会を通じて、
広く地域住民に福祉サービス情報が周知
されるよう、情報発信をしていく必要が
あります。

実施目標 (２)　地域での連携の促進
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①地域振興課【自治会等振興事業】
②市社協【自治会福祉部活動支援】

6

Ⅲ 1 (2) 29

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

5

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

実践主体の1つである自治会の活動を活性化することにより、地域福祉の推進を図る。
活動目標 １　支え合いのネットワークの拡充

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

Ｃ

必
要
性

B

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

　様々な媒体を活用し、各福祉サービスや制度について見やすく、わかりやすく情報提供し、
周知を図る。

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

Ⅲ 2 (1) 30

4

　市広報やホームページを活用し、福祉
サービスや制度に関する情報発信を行いま
す。
　社協だよりでは、各福祉サービスや地域
で実施されている活動を、毎回紹介できる
よう工夫します。また、社会福祉協議会の
相談窓口の周知を図り、より多くの地域住
民の問題解決を支援します。
　ホームページについては、より見やす
く、わかりやすいものになるよう改善して
いきます。

3

　市広報やホームページを活用し、福祉サー
ビスや制度に関する情報発信を行います。
　社協だよりでは、各福祉サービスや地域で
実施されている活動を、毎回紹介できるよう
工夫します。社会福祉協議会の相談窓口の周
知を図り、より多くの市民の問題解決を支援
します。見やすい、わかりやすいホームペー
ジの改善に取り組みます。

　市では、市広報、HPなどを活用し各種サービス等に関する周知を図るととも
に、随時、携帯メールでの情報配信を行いました。H28に開設した「幸せます子
育て応援サイト」では、子育て支援課や健康増進課、庁内各課の子どもに関する
イベント等の情報発信を行いました。携帯電話のプッシュ機能の活用も引き続き
行いました。
　また、視覚に障害のある方に、眼鏡や拡大読書器、視覚障害者用ポータブルレ
コーダー等の、情報通信支援用具の支給を行いました。
　社協では、見やすく、わかりやすい社協ＨＰを目指して、令和4年度からリ
ニューアルをする準備をしました。
　社協だよりでは、社協事業を紹介するとともに、「元気な活動紹介コーナー」
では、ボランティア団体、地区社協、福祉団体、ふれあい・いきいきサロンの活
動を毎号２団体紹介しました。団体の活動の励みとなると同時に、より活性化す
ることを目指しています。また、社協だよりに、各種相談窓口について毎号掲載
し、弁護士や司法書士による相談は、高い利用率につながりました。

　若い世代を対象とした情報発信の方法
を探求し、視覚や聴覚に障害のある人に
対する情報提供の方法について充実させ
る必要があります。
　また、高齢者にもわかりやすい情報提
供をするための工夫が必要です。

B

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

活動目標 2　福祉情報の発信

実施目標 (１)　情報提供の充実
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市【市広報やホームページ等を活用した、福祉サービスや制度の情報提供】
②市社協【「社協だより防府」やホームページ等を活用した、福祉サービスや制度の情報提
供】

実施目標計画 各種事業の情報提供の充実

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

実施目標 (１)　福祉ニーズの把握
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市、市社協【各研修会や座談会、計画に基づくアンケート等の実施】

実施目標計画
研修会、座談会、アンケート等の実施による福祉
ニーズの把握

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

Ⅲ 3 (1) 31

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

地域での研修会や座談会、アンケート実施などを通して、福祉ニーズの把握に努める。
活動目標 3　多様なニーズに対するサービスの提供

5

4

　地域の研修会や地区社協及び民児協の定
例会等に積極的に参加し、CSWによるア
ウトリーチを通してニーズと課題を把握し
ます。

3

　地域の研修会や地区社協及び民児協の定
例会等に積極的に参加し、CSWによるア
ウトリーチを通してニーズと課題を把握し
ます。

　地区社会福祉協議会や地区民生委員・児童委員協議会の定例会へ積極的に参加
し、地域との連携を深めました。
　再任された福祉員及び友愛訪問グループ員に対してアンケートを実施し、活動
の実態や課題の把握を行いました。特に、コロナ禍にあっても工夫をして活動さ
れている各員がおられることがわかりました。

　引き続き、小地域へのアウトリーチを
行い、地域の実情や課題に合わせた支援
の実施に努めます。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

Ⅲ 3 (2) 32

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

各地域関係機関・団体等と連携、協働により、ニーズに即した福祉サービスの提供を促進す
る。

活動目標 3　多様なニーズに対するサービスの提供

3

　各地域の関係機関等と連携し、福祉サー
ビスを実施します。
　また、地域での社会資源を把握し、適切
な福祉サービスの開発に努めます。

　ひとり暮らしの高齢者等が安心して住宅生活を送ることが出来るよう、緊急通
報装置装置を無料で貸与しました。
　また、防府市内に居住する一人暮らしの高齢者及び重度身体障害者に対し電話
回線等の貸与を行い、ひとり暮らし高齢者等の社会との隔絶による孤独感をいや
すとともに、その安否を確認するなど一人暮らし高齢者等の事故を防止しまし
た。

　機器の貸与においては、機器の紛失が
あり、その回収に苦労しています。
　各地域の関係機関等と連携し、ニーズ
に即した適切な福祉サービスを実施する
ことが求められます。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

実施目標 (２)　連携・協働による福祉サービスの提供
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①高齢福祉課【緊急通報体制整備事業、福祉電話貸与事業】

実施目標計画
地域における福祉サービス提供者と関係機関の連
携・協働による福祉サービスの提供

6

5

4

　各地域の関係機関等と連携し、福祉サー
ビスを実施します。
　また、地域での社会資源を把握し、適切
な福祉サービスの開発に努めます。

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

Ⅲ 3 (3) 33

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

自己評価等による定期的な検証を行い、福祉サービスの充実、質の向上を図る。
活動目標 3　多様なニーズに対するサービスの提供

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

4

　福祉サービス事業者等に対して、自己評
価や公表への指導及び実地指導を実施しま
す。

3

　福祉サービス事業者等に対して、自己評
価や公表への指導及び実地指導を実施しま
す。

　高齢者施設においては、19事業所（居宅介護支援事業所７事業所・地域密着型
サービス事業所１２事業所）について実地指導を実施し、事業所の運営について
是正を促しました。また、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型
居宅介護事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に加え、認知症対応
型共同生活介護事業所も外部評価機関を活用した評価の他に、新たに運営推進会
議を活用した自己評価及び外部評価が可能となったため、実施方法・公表につい
て周知・指導しました。
　障害者（児）相談支援事業所については、コロナ禍により実地指導を行うこと
ができませんでした。
　子育て支援課では、特定教育・保育施設等に対して、実地指導を実施しまし
た。【R3実施施設数】11施設

　運営推進会議を活用した自己評価・外
部評価にあたって、事業所の取組みにつ
いて説明を十分に求める必要がありまし
た。
　また、コロナ禍であっても実地指導を
行えるように工夫することが必要です。 B

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (３)　福祉サービスの質の向上
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市【事業者への実地指導や自己評価及び公表等の指導】

実施目標計画
福祉サービス事業者等に対する自己評価等への取組
の指導

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｂ

必
要
性

Ｂ

実施目標 (１)　保健・医療・福祉関係機関との連携強化
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市、市社協【各ケース会議の開催】

実施目標計画 連絡会議（ケース会議等）の実施

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

Ⅲ 4 (1) 34

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

それぞれの業務にかかる情報の検討などを行うことにより、より効果的な相談、支援業務がで
きるよう連携を図る。

活動目標 4　福祉関係機関等との連携

5

4

　必要に応じて連絡会議を開催し、関係機
関等と連携を図りながら、より効果的な支
援に取り組みます。

3

　必要に応じて連絡会議を開催し、関係機関
等と連携を図りながら、より効率的な支援に
取り組みます。

　下記連絡会議等を開催し、情報を共有することで、効率的で一貫した支援と適
切な対応を行うことができました。また、個別課題の解決だけではなく、他機関
へつなげるためのネットワークも構築しました。
【連絡会議等】
・地域福祉権利擁護事業利用者に対するケース会議等を開催（11回）
・地域包括支援センターや居宅介護支援事業所が対応している困難ケースについ
て、ケース会議を開催
・要保護児童対策地域協議会（特定妊婦や処遇困難な乳幼児等18歳未満の児童の
いる家庭など）の個別ケース検討会議を開催（４４回）
・障害や障害者に関する個別事案に対して、支援関係機関と担当保健師等が随時
ケース会議を開催

　多様な問題を抱える処理困難ケースが
増えており、引き続き、幅広い関係機関
や専門職とも連携を図りながら対応して
いく必要があります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

7

6



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 B

達
成
度

B

必
要
性

B

Ⅲ 4 (2) 35

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

NPOや市民活動団体等が連携することにより、公的な福祉サービスだけでは支援ができない分
野に対しての支援の幅の拡大を図る。

活動目標 4　福祉関係機関等との連携

3

　「子ども食堂」等、NPO、市民活動団
体等との連携した幅広い支援を実施しま
す。

　防府市社会福祉協議会は、「幸せます防府市こども食堂ネットワーク協議会」
の事務局を担い、こども食堂運営者を積極的に支援すると同時に、こども食堂を
支えるサポーター会員と各こども食堂をつなぎました。（令和３年度食堂運営団
体１２団体、サポーター会員１５団体）
　市においても、子ども食堂の普及啓発を行っている、こども食堂ネットワーク
協議会の活動を支援しました。

　コロナ禍でこども食堂の開催が危ぶま
れることがあります。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

実施目標 (２)　ＮＰＯ、市民活動団体等との連携
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①市社協【「子ども食堂」や「地域食堂」等の活動支援】
②子育て支援課【「子ども食堂」等の活動団体への支援】

実施目標計画 NPO、市民活動団体等との連携による事業の実施

6

5

4

　「子ども食堂」等、NPO、市民活動団
体等との連携した幅広い支援を実施しま
す。

7



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｂ

必
要
性

Ｂ

Ⅲ 4 (3) 36

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり ね
ら
い

・
方
向
性

低所得者や障害のある人等が住み慣れた地域で生活ができるよう、自立に向けた支援を図る。
活動目標 4　福祉関係機関等との連携

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

4

就労支援団体・機関との連携や地域での福
祉の研修会等で生活困窮者への理解を深
め、ネットワークの中で、低所得者、障害
のある人等への支援を図ります。

3

就労支援団体・機関との連携や地域での福
祉の研修会等で生活困窮者への理解を深
め、ネットワークの中で、低所得者、障害
のある人等への支援を図ります。

　地区の福祉関係者研修会で生活困窮者自立支援事業の周知に努めました。
　防府市、ハローワーク、社会福祉協議会、自立相談支援センターが参加して、
毎月支援調整会議を開き、情報を共有するなど連携することができました。
　なお、生活困窮者自立支援事業に基づき、下記の事業を実施しました。
①　自立相談支援事業　　相談件数　9,154件
　　　　　　　　　　　　相談人数　  448人　登録人数　242人
②　住居確保給付金事業　利用者　54人
③　家計改善支援事業　　0人
④　学習支援事業　　　　登録者　22人
⑤　一時生活支援事業　　2人（2件）
　また、就労を希望する障害者に、就労に必要な知識及び能力の向上のために必
要な訓練を行う就労移行支援や就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、
知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う就労継続支援を実施しました。
　また、ひとり親の方へ就労について、児童扶養手当現況時に、ハローワーク職
員が市役所で相談を受ける場を設けています。
令和３年度実績　出張ハローワーク　R3.8.11（水）、R3.8.18（水）
　　　　　　　　　　　　　　　　　それぞれ14時から16時

　生活課題が複雑化しているため、引き
続き、支援者のネットワークを充実させ
ることや、相談員のスキルアップを図る
必要があります。
　また、障害者の就労支援のネットワー
クを充実させる必要があります。

B

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (３)　就労支援団体・機関との連携
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①障害福祉課【障害者への就労支援】
②子育て支援課【「福祉から就労」支援事業】
③社会福祉課【生活保護受給者等就労自立促進事業】
④市社協【生活困窮者自立支援事業】

実施目標計画
就労支援団体・機関との連携による低所得者、障害
のある人等への支援

7

6

5



実施目標計画　進行管理シート 実施目標計画CD 実施目標　No.

取
組 Ｂ

達
成
度

Ｂ

必
要
性

Ｂ

実施状況
評価項目

総合
評価

協議会意見等

B

ね
ら
い

・
方
向
性

市営住宅の供給における配慮及び民間賃貸住宅の家主に対して「新たな住宅セーフティネット
制度」の普及啓発を行い、住宅確保要配慮者の円滑な住居確保を図る。

活動目標 4　福祉関係機関等との連携

7

6

5

4

　高齢者や障害者等の市営住宅入居への配
慮や「新たな住宅セーフティネット制度」
の普及、啓発へ取り組みます。

3

　高齢者や障害者等の市営住宅入居への配
慮や「新たな住宅セーフティネット制度」
の普及、啓発へ取り組みます。

　市営住宅の供給では、住宅に困窮する者の中でも特に困窮度が高いと考えられ
る高齢者や障害者等については、入居者の募集・選考において優先的に取扱うよ
うにしています。また、高齢者や障害者等が安心して生活できるよう、低層階や
エレベーター付きの住宅において、高齢者や障害者等であることを入居者の条件
とする枠を設けています。

　高齢者や障害者等からの低階層やエレ
ベータ付きの住宅を希望は多く、限られ
た住戸の中で、すべての要望に対応する
ことが難しくなっています。

年
度

取組計画
内容と成果 課　題

実施目標 (４)　住宅確保要配慮者への支援にかかる連携
主
な

関
係
事
業

・
取
組

①建築課【高齢者や障害者等の市営住宅入居への配慮】
②建築課、高齢福祉課、障害福祉課、子育て支援課、社会福祉課【「新たな住宅セーフティ
ネット制度」の啓発】

実施目標計画
住宅確保要配慮者への市営住宅の供給における配慮
や「新たな住宅セーフティネット制度」の普及啓発

Ⅲ 4 (4) 37

基本目標 Ⅲ　誰もが安心して利用できる地域福祉のしくみづくり


